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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第147期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第146期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 9,953 77,704

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △499 3,571

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) △425 827

純資産額 (百万円) 47,645 46,721

総資産額 (百万円) 98,371 102,925

１株当たり純資産額 (円) 1,040.161,018.97

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △9.35 18.18

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ―

自己資本比率 (％) 48.1 45.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,122 3,987

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,002 1,684

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △541 △1,529

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 16,305 15,727

従業員数 (名) 2,060 2,087

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第147期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり

四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

また、第146期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 2,060

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 641

(注) 従業員数は就業人員であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、生産実績の表示は困難であります。
　
　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

水環境事業 11,567 51,577

産業事業 10,553 37,927

合計 22,121 89,505

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

水環境事業 5,178

産業事業 4,775

合計 9,953

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

丸紅テクノシステム(株) 1,089 10.9

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいため、第
１四半期連結会計期間の売上高は他の四半期連結会計期間の売上高との間に著しい相違があり、業績に季節
的変動があります。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における受注高は221億21百万円となり、売上高は99億53百万円となりまし

た。損益面につきましては、グループを挙げて工事採算の改善を実施したものの、減収の影響等により、営

業利益は△７億84百万円、経常利益は、受取配当金の増加はあったものの、営業利益の減益影響等により

△４億99百万円となり、四半期純利益は△４億25百万円となりました。

　なお、当社グループの売上高は第４四半期連結会計期間に集中する傾向にあり、年間売上高に占める第

１四半期連結会計期間の割合は小さくなっております。

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

当社グループは、事業の概要及び業績について、国内の上下水道設備を主要マーケットとする水環境事

業および国内外の化学、食品、砂糖、鉄鋼等の産業用設備を主要マーケットとする産業事業に区分してお

ります。

事業区分 主要な事業内容

水環境事業
浄水場・下水処理場プラント、焼却設備、脱水機・乾燥機等の単体機器、浄水場・下水
処理場設備の運転・維持管理、補修等

産業事業
化学・食品等のプラント、バイオマスエタノールプラント、真空技術応用装置、ろ過機
・分離機・乾燥機・ガスホルダー等の単体機器、廃液処理設備、固形廃棄物処理設備、
一般・産業廃棄物処理等

　

（水環境事業）

水環境事業では、公共投資の縮減により機械設備の更新需要は低迷しておりますが、浄水場や下水処

理場の維持管理における契約期間の長期化や補修工事との包括化等の動きは拡大しております。

　このような状況の下、当社グループは、機械設備における市場縮小に応じた事業規模の適正化を図り

ながら受注の確保に努め、維持管理分野では複数年契約および包括委託契約の獲得を実施してまいり

ました。

　その結果、当第１四半期連結会計期間における水環境事業の受注高は115億67百万円、売上高は51億78

百万円、同営業利益は△５億64百万円となりました。
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（産業事業）

産業事業では、国内での設備投資は弱含みで推移しており、輸出については高成長が続く中国や中東

地域等にて増加が見込まれますが、一方でサブプライムローン問題に端を発した米国経済の減速と、原

油および原材料等の価格の上昇、為替・株式市場の動向が不安定であることなど懸念材料もあり、今後

とも景気の状況を見極めながら慎重に対処していく必要があります。

　このような状況の下、当社グループは、化学分野向けプラント・単体機器の受注において一部遅れが

みられるものの、国内外における焼却設備を中心とした受注の獲得を進めてまいりました。

　その結果、当第１四半期連結会計期間における産業事業の受注高は105億53百万円、売上高は47億75百

万円、同営業利益は△２億19百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は983億71百万円となり、前連結会計年度末に比べ45億54百万円

減少しました。

　これは主に、資金運用による有価証券の増加54億82百万円、株式時価評価の影響による投資有価証券の

増加29億３百万円はあったものの、売上債権の回収により受取手形及び売掛金が121億70百万円減少した

ことによるものです。

　負債は507億25百万円となり、前連結会計年度末に比べ54億78百万円減少しました。

　これは主に、支払手形及び買掛金が52億61百万円減少したことによるものです。

　純資産は476億45百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億24百万円増加しました。

　これは主に、配当金の支払および当四半期純損失による利益剰余金の減少７億98百万円はあったもの　

の、株式時価評価によりその他有価証券評価差額金が17億29百万円増加したことによるものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ５億78百万円

増加し、163億５百万円となりました。当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況

とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、31億22百万円となりました。 

　これは主に、たな卸資産の増加額17億71百万円、仕入債務の減少額52億61百万円および法人税等の支

払額20億33百万円等の減少要因はあったものの、売上債権の回収が進んだことによる売上債権の減少

額121億70百万円等の増加要因があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、20億２百万円となりました。

　これは主に、有価証券の取得による支出17億99百万円等の減少要因があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、５億41百万円となりました。

　これは主に、長期借入金の返済１億13百万円および配当金の支払３億75百万円等の減少要因があった

ことによるものです。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

　

①会社の支配に関する基本方針 

　当社は、「殆ど輸入であった諸産業の機械装置を国産し、製糖産業を出発点として、化学工業、金属精錬

等の興隆に奉仕する」という創業の精神の下、1905年の創業以来、ろ過、分離、蒸留、乾燥、焼却といった単

位操作技術に基づく産業機械や環境装置を設計、製造してまいりました。また、自社の製品やプロセスを

核としたプラントの設計、建設といったエンジニアリングを手がけ、さらには、建設したプラントのメン

テナンスや維持管理、運転管理等を請け負う等、総合的な技術ソリューションを顧客に提供することで、

「かけがえのない地球環境を守り、豊かな社会の礎になる諸産業に寄与する」ことを実践してまいりま

した。 

　当社は、企業が継続して発展していくには、顧客、従業員、取引先および株主等のステークホルダーとの

良好な関係等を維持し発展させ、技術を基盤として中長期的な視点に立って経営することが、企業価値ひ

いては株主共同の利益を確保し向上させることに繋がるものと認識しております。 

　当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社取締役会の賛同を得ずに当

社株式の大規模な買付けを行う大規模買付行為であっても、企業価値および株主共同の利益に資するも

のであれば、これを一概に否定するものではなく、当該大規模買付行為に応じるかどうかは、最終的に、当

該大規模買付行為が当社の企業価値および株主共同の利益に資するものか否かを適切に把握した株主の

皆様の判断に委ねられるべきものと考えております。 

　もっとも、当社株主の皆様が、大規模買付行為が当社の企業価値および株主共同の利益に資するものか

否かを適切に把握し、当該大規模買付行為に応じるか否かを判断するには、大規模買付者から十分な情報

提供がなされ、さらには、現に当社の経営を担っている当社取締役会から当該大規模買付行為に対する当

社取締役会の評価、意見等を含めた十分な情報が提供されることが必要であると考えております。 

　そこで当社取締役会は、当社株式に対する大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じ

るべきか否かを当社株主の皆様が判断し、或いは当社取締役会が当社株主の皆様に必要に応じて代替案

を提案するために必要な情報や時間を確保するために、必要な手続きを定めることとし、当該大規模買付

行為を行う者が当該手続きを遵守しない場合および遵守した場合でも、当該大規模買付行為が当社の企

業価値および株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合には、企業価値および株主共同の利益に

反する大規模買付行為を抑止するための取組みが必要不可欠であると判断いたします。 
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②基本方針を実現するための取り組み

　当社は「最良の技術をもって産業の発展と環境保全に寄与し、社会に貢献する」、「市場のニーズを先

取りし、最良の商品とサービスを顧客に提供する」、「創意と活力によって発展し、豊かで働きがいのあ

る企業を目指す」ことを企業理念として定めております。当社はこの企業理念の下、工場での製造技術を

基盤とし単位操作技術を駆使した機械、装置の開発から設計、製造を行い、プロセス開発を手がけ、それら

機械や装置、プロセスを核にしたプラントエンジニアリングを行い、さらには、そのメンテナンスや維持

管理、運転管理をお客様に提供し、産業の発展と環境保全に寄与することで社会貢献を果たしておりま

す。これらの当社および当社グループが提供する一連のサービスは、開発・設計・調達・製造・建設・ア

フターサービスといった当社および当社グループのバリューチェーンによって成せるものであり、この

バリューチェーンを有することが当社の強みであり、特徴であると認識しております。

　当社は、当社の事業領域を、国内の上下水道設備を主要マーケットとする水環境事業と国内外の化学、食

品、砂糖、鉄鋼等の産業用設備を主要マーケットとする産業事業の２つの事業として捉えており、最近で

は、地球温暖化対策として世間から注目の集まるバイオマスの有効利用を注力分野と位置付け、汚泥の燃

料化やバイオマスエタノール製造技術の開発に経営資源を投入し、一定の成果を上げてきております。

　当社は、創業100周年にあたる平成17年度までの３カ年において、「技術を基盤とする強靱な収益体質の

構築」を狙いとした中期経営計画「NF100」（平成15年４月～平成18年３月）に基づき経営を進めてま

いりました。その結果、IT投資による経営資源の可視化と業務の効率化、グループ企業の再編、水環境事業

における他社との協業の積極展開を果たすことができましたが、一方で、当社の主力事業である水環境事

業における公共投資予算の縮減ならびに市場での価格競争の激化により、当社グループ全体としての収

益力の回復が課題として残りました。

　このような状況下において当社は、水環境事業への依存体質の是正、即ち、産業事業の拡大と収益力強化

を基本施策においた中期経営計画「NEXT100」（平成18年４月～平成21年３月）を策定いたしました。

「NEXT100」では「官民比率50:50の事業構造の確立（水環境事業と産業事業の事業構成比率を50:50に

すること）」と「各事業領域におけるグローバルニッチトップの達成」を目指して事業活動を展開して

おり、一部の特定プロジェクトで開発投資的な費用負担はあったものの、産業事業全体の売上および収益

力が大きく伸びた結果、事業構成比率50:50はほぼ目標通り達成できる見通しとなりました。一方で、水環

境事業においては事業環境は厳しさを増しておりますが、安定的な収益源となるライフサイクルビジネ

スへの注力や新製品の開発・上市も概ね順調に進んでおります。

　NEXT100の最終年度である平成21年３月期は引続き厳しい市場環境の中ではありますが、当社グループ

として高い目標を掲げて邁進すると同時に、次期中期経営計画以降の成長戦略を描けるように技術力、営

業力の強化を図るべく事業活動を行ってまいります。

　なお、NEXT100における具体的な重要施策は次のとおりです。

（水環境事業） 

・汚泥処理分野における高効率でかつ省エネ型脱水機や高効率で環境配慮型の新型焼却設備の開発と市

　場投入 

・省エネルギー、創エネルギーをキーワードとしたソリューション型技術の開発と市場投入 

・PFI事業や処理場の包括委託、複数年委託に代表されるライフサイクルビジネスの強化 
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（産業事業） 

・大型乾燥機や廃液燃焼設備を中心とする主力製品の海外事業展開の拡大 

・プロセス開発の強化とニッチ分野でのプラントエンジニアリングの積極展開 

・バイオマスエタノール分野における新技術の実用化開発 

・大型電子ビーム溶接機による製品加工分野の事業拡大 

・真空成膜分野における事業展開 

③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支

配されることを防止するための取り組み（買収防衛策）

　当社は平成20年４月28日開催の当社取締役会において、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保し、

向上させることを目的として、当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プ

ラン」といいます。）を決定し、平成20年６月27日開催の定時株主総会における承認を得て導入致しまし

た。

　本プランの概要は、当社の株券等の20％以上を取得しようとする大規模買付行為が行われる場合に、大

規模買付行為を行おうとする者に対し、①事前に大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を求め、②

当社取締役会が、当該大規模買付行為について情報収集および評価、検討を行うための期間（時間）を確

保した上で、③当該期間経過後に大規模買付行為を開始することを手続きとして定め、④当該手続が遵守

されない場合、または大規模買付行為が当社の企業価値および株主共同の利益を著しく損なうと認めら

れる場合には、当社は、会社法その他の法律および当社定款が認める範囲内で、別途設置する第三者委員

会の勧告を最大限尊重した上で、外部専門家等の助言を得ながら、最も適切と客観的かつ合理的に判断し

た措置を選択するものです。

　また、本プランは、当社に対する大規模買付行為が行われた場合に、当社株主の皆様が当該大規模買付行

為に応じるか否かを、必要な情報と相当期間の検討に基づいて、適切に判断するために、必要な手続を定

めるものであり、当社の企業価値および株主共同の利益の保護に資するものであると考えております。ま

た、当該大規模買付行為への対抗措置の必要性および措置の内容について、当社役員の保身のための恣意

的な判断を排除するために、客観的かつ明確な対抗措置発動の要件を定めると共に、外部専門家の助言を

得ながら、第三者委員会の勧告を最大限尊重した上で、客観的かつ合理的に判断するものとなっておりま

す。以上により、当社では、本プランが基本方針に従い、当社の企業価値および株主共同の利益に合致する

ものであり、当社役員の地位を維持することを目的とするものではないと考えております。

　なお、対抗措置として一定の基準日現在の株主に対し新株予約権の無償割当てを行う場合の具体的内容

等本プランの概要は、平成20年４月28日付「会社の支配に関する基本方針および当社株式の大規模買付

行為への対応策（買収防衛策）に関するお知らせ」として公表しており、このプレスリリース全文につ

いては、当社ホームページ（http://www.tsk-g.co.jp/up_pdf/200804281509.pdf）をご参照願います。
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(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億27百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、日本国内での設備投資は弱含みで推移しており、輸出については

高成長が続く中国や中東地域等にて増加が見込まれますが、一方でサブプライムローン問題に端を発し

た米国経済の減速と、原油および原材料等の価格の上昇、為替・株式市場の動向が不安定であることなど

懸念材料もあり、今後とも景気の状況を見極めながら慎重に対処していく必要があります。

　このような状況の下、当社グループにおいては国内の上下水道設備を主要マーケットとする水環境事業

への依存体質を是正し、産業用設備を主要市場とする産業事業の拡大と収益力強化を基本施策とする中

期経営計画（NEXT100）を推進しております。水環境事業におきましては、公共投資縮減の影響等により

引き続き厳しい状況が続くと予想されますが、汚泥処理における高い技術と豊富な実績をベースに技術

開発をすすめ、更には汚泥の有効活用等の技術を背景とした積極的な提案営業活動を推進しております。

また、産業事業におきましては、設備投資は国内では弱含みで推移することが予想されますが、外需は引

き続き堅調に推移するものと予想されます。主力製品の海外展開を積極的に進め、且つ保有技術の優位性

をもって受注拡大を図っていく所存です。

　

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、平成18年度からの３ヶ年を「次なる100年へ向けた事業の自立の時期」と位

置付け、主力分野および成長分野に経営資源を集中投入することで事業の自立を図ると共に、各事業を支

える経営基盤改革を加速することで事業収益力の向上を目指した中期経営計画NEXT100を推進しており

ます。

①NEXT100の基本的な考え方

NEXT100においては次の4点を基本的な考え方とし、「官民比率50:50の事業構造の確立」と、「各事業

分野におけるグローバルニッチトップの達成」を目指してまいります。

・ 選択と集中により成長分野へ経営資源を集中し、市場の開拓を進める

　・ 事業部制を導入し権限委譲を進め、責任と権限を明確にし各事業の自立を図る

　・ 差別化製品とコストダウンにより、ニッチ分野でのより一層の付加価値の向上を図る

　・ 事業を支える経営基盤の改革を推進する

　

②基本施策

（水環境事業）

水環境事業を取り巻く環境は、市場の成熟化、公共投資の縮減等により規模の縮小と価格競争の激化が

進み今後も厳しい状況が継続するものと想定されます。このような状況の中、当社グループは、事業規模

に見合った体制への転換と当社グループが得意とする汚泥処理分野における「省エネルギー・創エネル

ギー」技術の研鑽に経営資源を集中し、差別化された技術と新製品を上市すると同時に、市場のニーズに

適した複数年度にわたる維持管理契約や包括委託を中心に、当社グループが培った市場からの信頼を背

景とした提案営業を展開することで、安定収益事業への転換を図ってまいります。
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（産業事業）

当社グループにおける産業事業の業容拡大と収益力強化は、NEXT100の基本施策であり、最重要課題で

あります。

　このような認識の下、当社グループは大型乾燥機や廃液燃焼プラント等の主力製品の海外展開の拡大、

地球温暖化対策として脚光を浴びているバイオマスエタノール分野や真空成膜分野における技術の差別

化による競争力の向上を図り、さらには、大型電子ビーム溶接機を活用した製品加工分野においても主力

の液晶用真空チャンバー以外へ裾野を広げることで、事業の拡大を図ってまいります。

　

③コストダウン

当社グループが市場環境の変化に応じた価格競争力を維持するためには、技術の差別化と同様にコス

トダウンが重要であると考えております。コストダウンの主要施策としては、市場環境の変化に合わせた

当社グループ全体のリソースの配分や体制の適正化、IT投資による業務改善や業務の効率化、さらには、

複数のプロジェクトを横断的に管理することで集積購買等によるコストダウンやバリューエンジニアリ

ングを通じたコストダウン等を実施してまいります。

　

④研究開発

当社グループが厳しい事業環境の中で勝ち残るためには、差別化技術を開発し、技術的に優位な事業を

推進していくことが重要であると認識しております。

　水環境事業におきましては、主力市場である汚泥処理分野において高効率でかつ省エネ型の脱水機を上

市し、また、市場のニーズに適した高効率であり環境配慮型の新型焼却設備の開発や汚泥の燃料化システ

ムの開発も順調に進んでおり、商品化に向けて対応してまいります。産業事業におきましては、単体機器

の改良開発を進めると共に今後成長の見込まれるバイオマスエタノール、真空成膜および化学分野にお

ける自社プロセスの開発に注力してまいります。

　当社グループにおきましては、事業に即した技術開発と同時に、引き続き将来へ向けた新技術の開発に

積極的な投資をしてまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 180,000,000

計 180,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,625,80045,625,800

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

―

計 45,625,80045,625,800― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年４月１日～
平成20年６月30日

─ 45,625,800 ― 6,646 ― 5,485

　

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

（注）　当第１四半期会計期間において、野村證券株式会社及びその共同保有者である野村アセットマネジメント株式

会社から、平成20年６月６日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書により、平成20年５月30日現在で以

下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社としては当第１四半期会計期間末の実質所有株式数

の確認ができておりません。 

　なお、その大量保有報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所又は本店所在地
所有株式数
(千株)

発行済株式等総
数に対する株券
等保有割合(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 2,035 4.46

野村アセットマネジメント
株式会社

東京都中央区日本橋１－12－１ 279 0.61

計 ─ 2,314 5.07

　　＊　大量保有報告書における「当該株券等に関する担保契約等重要な契約」の項目に、「消費貸借契約により、日本綜

合地所株式会社から2,000千株、他機関投資家２名から23千株借入れている。消費貸借契約により、東京短資株式

会社に1,520千株、他機関投資家３名に18千株貸出している。」旨の記載があります。

　

EDINET提出書類

月島機械株式会社(E01537)

四半期報告書

14/28



(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  122,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

45,209,000
45,209 ―

単元未満株式 普通株式  294,800 ― ―

発行済株式総数 45,625,800 ― ―

総株主の議決権 ― 45,209 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含まれて

おります。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
月島機械株式会社

東京都中央区佃２－17－15 122,000 ─ 122,000 0.26

計 ― 122,000 ─ 122,000 0.26

(注)　株主名簿上は当社名義となっており、実質的に所有していない株式はありません。

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 840 895 985

最低(円) 708 807 862

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）

附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月　

１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、井上監査法人により四半期レビュー

を受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,364 11,774

受取手形及び売掛金 26,900 39,070

有価証券 9,784 4,301

仕掛品 8,881 7,121

原材料及び貯蔵品 265 253

その他 7,197 6,000

貸倒引当金 △68 △80

流動資産合計 61,324 68,442

固定資産

有形固定資産 ※１
 13,269

※１
 13,459

無形固定資産 2,298 2,401

投資その他の資産

投資有価証券 18,949 16,045

その他 2,638 2,693

貸倒引当金 △108 △116

投資その他の資産合計 21,479 18,622

固定資産合計 37,047 34,483

資産合計 98,371 102,925

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,223 23,485

短期借入金 150 200

1年内返済予定の長期借入金 658 656

未払法人税等 134 1,918

前受金 6,850 4,778

賞与引当金 745 1,504

完成工事補償引当金 1,978 2,659

工事損失引当金 217 239

その他 6,904 6,887

流動負債合計 35,863 42,328

固定負債

長期借入金 6,207 6,322

退職給付引当金 6,317 6,291

役員退職慰労引当金 284 343

その他 2,052 917

固定負債合計 14,862 13,875

負債合計 50,725 56,203
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,646 6,646

資本剰余金 5,485 5,485

利益剰余金 31,867 32,665

自己株式 △108 △106

株主資本合計 43,891 44,692

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,493 1,764

繰延ヘッジ損益 △57 △89

評価・換算差額等合計 3,435 1,674

少数株主持分 318 355

純資産合計 47,645 46,721

負債純資産合計 98,371 102,925
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(2)【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

売上高 ※１
 9,953

売上原価 8,311

売上総利益 1,641

販売費及び一般管理費

見積設計費 240

役員報酬及び従業員給与・諸手当・賞与・福利
費

850

賞与引当金繰入額 144

退職給付引当金繰入額 61

役員退職慰労引当金繰入額 18

その他 1,110

販売費及び一般管理費合計 2,426

営業損失（△） △784

営業外収益

受取利息 26

受取配当金 259

持分法による投資利益 3

その他 61

営業外収益合計 351

営業外費用

支払利息 49

その他 17

営業外費用合計 66

経常損失（△） △499

特別利益

固定資産売却益 0

貸倒引当金戻入額 26

特別利益合計 26

特別損失

固定資産除売却損 1

有価証券評価損 301

その他 7

特別損失合計 311

税金等調整前四半期純損失（△） △784

法人税等 ※２
 △336

少数株主損失（△） △22

四半期純損失（△） △425
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △784

減価償却費 406

退職給付引当金の増減額（△は減少） 25

賞与引当金の増減額（△は減少） △759

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △59

貸倒引当金の増減額（△は減少） △20

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △680

工事損失引当金の増減額（△は減少） △21

受取利息及び受取配当金 △286

支払利息 49

持分法による投資損益（△は益） △3

有形固定資産除売却損益（△は益） 1

有価証券評価損益（△は益） 301

売上債権の増減額（△は増加） 12,170

前受金の増減額（△は減少） 2,072

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,771

仕入債務の増減額（△は減少） △5,261

その他 △398

小計 4,982

利息及び配当金の受取額 223

利息の支払額 △50

法人税等の支払額 △2,033

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,122

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △1,799

有形固定資産の取得による支出 △128

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 △79

貸付けによる支出 △1

貸付金の回収による収入 2

その他の支出 △2

その他の収入 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,002

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 150

短期借入金の返済による支出 △200

長期借入金の返済による支出 △113

自己株式の取得による支出 △2

配当金の支払額 △364

少数株主への配当金の支払額 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー △541

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 578

現金及び現金同等物の期首残高 15,727

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 16,305
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

１．持分法の適用範囲の変更

　(1)非連結子会社

　変更はありません。

　(2)関連会社

　当第１四半期連結会計期間から、重要性が増したため、江戸川ウォーターサービス㈱を持分
法の適用範囲に含めております。

２．会計方針の変更

　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用
　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計
基準第９号）を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価
法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。
　これによる損益に与える影響はありません。

　

　

【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

税金費用の計算
　当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用
後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお
ります。
　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合
には、法定実効税率を使用する方法によっております。
　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は17,467百万円で

あります。

　２　偶発債務
下記のとおり、銀行からの借入金に対し債務保証
を行っております。　　　

従業員(住宅資金) 20百万円

計 20百万円
 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は17,244百万円で

あります。

　２　偶発債務
下記のとおり、銀行からの借入金に対し債務保証
を行っております。　　　

従業員(住宅資金) 25百万円

計 25百万円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、

上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大き

いため、第１四半期連結会計期間の売上高は他の

四半期連結会計期間の売上高との間に著しい相違

があり、業績に季節的変動があります。

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 8,364百万円

有価証券に含まれる現金同等物 7,991百万円

　　　計 16,355百万円

預入期間が３か月超の定期預金 　△50百万円　　

現金及び現金同等物 16,305百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 45,625,800

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 125,645

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 364 8.00平成20年３月31日 平成20年６月11日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
水環境事業
(百万円)

産業事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 5,178 4,775 9,953 ― 9,953

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 5,178 4,775 9,953 (―) 9,953

　　営業損失（△） △ 564　 △ 219 △ 784 (―) △ 784　

(注) １　事業区分は、売上集計区分によっております。

２　各事業の主要な製品

(1) 水環境事業……浄水場・下水処理場プラント、焼却設備、脱水機・乾燥機等の単体機器、浄水場・下水処理

場設備の運転・維持管理、補修等 

(2) 産業事業………化学・食品等のプラント、バイオマスエタノールプラント、真空技術応用装置、ろ過機・分

離機・乾燥機・ガスホルダー等の単体機器、廃液処理設備、固形廃棄物処理設備、一般・産

業廃棄物処理等 

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,399 619 2,019

Ⅱ　連結売上高(百万円) ─ ─ 9,953

Ⅲ　連結売上高に占める海外
　　売上高の割合(％)

14.1 6.2 20.3

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1)　アジア…サウジアラビア、中国、インド

(2)　その他の地域…ブラジル、ポルトガル

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,040.16円 1,018.97円

(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 47,645 46,721

普通株式に係る純資産額(百万円) 47,327 46,366

差額の内訳(百万円)

　少数株主持分 318 355

普通株式の発行済株式数 45,625,800株 45,625,800株

普通株式の自己株式数 125,645株 122,721株

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

45,500,155株 45,503,079株

　

２　１株当たり四半期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △9.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失（△）の算定上の基礎

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の
四半期純損失(△）(百万円)

△425

普通株式に係る四半期純損失(△）(百万円) △425

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式の期中平均株式数 45,501,755株

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月８日

月島機械株式会社

取締役会　御中

　

井上監査法人

　

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士　　萱　　嶋　　秀　　雄　　印

　

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士　　佐　　藤　　賢　　治　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている月島

機械株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、月島機械株式会社及び連結子会社の平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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